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1 本事業の概要 
 
1-1 事業概要 
本事業は、北海道における人口減少の実態を明らかにするため、人口の自然増減（婚姻・出生）や社会

増減（転出・転入）に関する各種統計データを収集・整理し、その要因を分析するものである。 
分析の結果は、道の人口減少対策の指針である北海道創生総合戦略、および北海道人口ビジョンの次期

策定に向けた検証を行うための基礎資料とする。加えて、「若年女性の道外流出」「人口の札幌圏一極集
中」「各圏域の中核都市における人口のダム機能」など、道内の人口動態における重要な課題についても
分析を実施し、今後の北海道の人口減少対策における効果的な施策づくりのエビデンスとする。 
 
1-2 分析の全体像 
報告書の 2 章では、図表 1-1 のフローに基づいて、既存統計の収集・整理、新規アンケート調査の実

施等を通じた北海道の人口動態の分析を行う。 

【図表 1-1 分析の全体像】 
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札幌圏・道内6圏域について
の分析

2-3 若年層の転出に関する意識の把握
（北海道から転出した首都圏在住者向けアンケートの分析）

2-4 若年層の結婚・出産に関する意識の把握
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2-5 道内市町村の人口減少対策にかかる取組の把握

2-6 今後の人口減少対策の参考となる先行事例の分析
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3 全体総括
3-1 北海道の人口動態の要因分析の総括
3-2 北海道の人口動態を巡る主な特徴
3-3 分析結果を踏まえた対応方向の整理
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1-3 分析に用いる圏域について 
分析にあたっては、北海道総合計画において採用されている 6つの連携地域（図表 1-2）を、地域区分

として用いることとした。 

【図表 1-2 6 つの連携地域＝圏域】 

 
【道央】   中核都市＝札幌市、振興局＝空知、石狩、後志、胆振、日高 
【道南】   中核都市＝函館市、振興局＝渡島、檜山 
【道北】   中核都市＝旭川市、振興局＝上川、留萌、宗谷 
【オホーツク】中核都市＝北見市、振興局＝オホーツク 
【十勝】   中核都市＝帯広市、振興局＝十勝 
【釧路・根室】中核都市＝釧路市、振興局＝釧路、根室 
 
また、人口動態を分析するにあたって、道央の中でも札幌市周辺とその他地域とではその特徴が大きく

異なっているため、「札幌圏」「札幌圏除く」という地域区分を別途設け、分析に用いることとする。 
【道央（札幌圏）】札幌市、江別市、千歳市、恵庭市、北広島市、石狩市 
【道央（札幌圏除く）】中核都市＝苫小牧市、道央より上記 6 市を除いた地域 
  

【６連携地域と１４地域】
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1-4 北海道における人口減少の現状について 
北海道の人口は、1997 年の 569.9 万人をピークに減少が続いており、2023 年 1 月 1 日時点の住民基

本台帳人口は 514.0 万人となっている。2022 年の 1 年間での人口増減は▲52,053 人で、統計開始以来最
大の人口減少となった。 
人口増減の内訳をみると、社会増減（転入－転出、日本人の国内移動のみ）は 1960 年以降、1995 年を

除く全ての年で社会減となっている（図表 1-3）1。自然増減（出生－死亡）は 1970 年代まで 6 万人前後
の自然増を維持していたが、1970 年代後半から一貫して水準が低下し、2003 年に死亡数が出生数を逆転
する自然減少へと転換した。少子高齢化の進展に伴い、出生数の減少と死亡数の増加が同時に発生して
おり、自然減少の幅は年々大きくなっている。 

【図表 1-3 北海道における人口増減数の長期推移】 

  

 
1 「日本人のみ」としているのは、住民基本台帳人口移動報告に外国人を含む移動者数が公表されるようになったのが
2014 年から（2012 年 7 月の改正住民基本台帳法施行に伴う）であり、長期時系列表の作成ができないため。詳細は後述
するが、2022 年の北海道の社会増減は、外国人の国内移動や、国籍問わず国外との人口移動を含めると+4,021 人の社会
増になっている。 
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北海道の自然減少数は全国と比較しても大阪府に次いで 47 都道府県中 2番目に大きく（図表 1-4）、
社会増減と合わせて、2022 年の 1 年間で日本人人口が 5 万人以上減少したのは北海道のみであった。 

【図表 1-4 都道府県別の人口増減数】  
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年齢階級別の推移をみると、年少人口（0-14 歳）は 1980 年から、生産年齢人口（15-64 歳）は 2000
年から減少が続いており、高齢人口（65 歳以降）については 2020 年国勢調査の段階でも増加傾向を続
けている（図表 1-5）。 
国立社会保障・人口問題研究所（社人研）は、現状のまま少子高齢化傾向が続けば、2050 年に北海道

の人口は 382.0 万人（2020 年比▲26.88％）まで減少すると推計している（図表 1-6）。47都道府県中 14
番目となる減少率で、同時期の全国の人口が2020年比で▲17.01％と推計されていることを踏まえると、
他県と比較しても深刻な人口減少が予測されている。 

【図表 1-5 年齢階級別北海道の総人口の推移】 

 

【図表 1-6 都道府県別 2050 年の将来推計人口】 
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また、出生数の大半を担う 20-39 歳の女性人口が総人口に占める割合の推移をみると、北海道は
2010年の 11.95％から 2023 年には 9.32％まで低下した。（図表 1-7）全国平均と比較しても一貫して低
い水準にあり、2010 年時点で 1.5ポイント程度だった差は、2023 年には 2ポイント程度まで拡大して
いる。また、この比率の高さは 47 都道府県中 25番目で、人口 100 万人以上の大都市を擁する都道府県
の中では最も低い（図表 1-8）。 

【図表 1-7 総人口に占める 20-39 歳女性人口の割合の推移】 

 

【図表 1-8 都道府県別 20-39 歳女性人口の割合】 
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1-5 圏域別の人口動態について 
直近の人口動態は図表 1-9 の通りである。総人口に占める構成比は道央圏域が 63.84％、そのうち札幌

市だけで 38.12％となっている。最大都市への人口集中率は 47 都道府県中 13 番目に高く、比較的一極集
中している都道府県であるといえる（図表 1-10）。 
人口増減をみると、全ての圏域で前年に比べて人口が減少した。人口減少率が最も緩やかだったのは道

央圏域であるが、ほぼ横ばいであった札幌圏を除くと▲1.53％となっており、他の圏域と同程度の減少率
となっている。いずれの圏域においても、中核都市はその他地域よりも人口減少が緩やかであり、札幌市
や帯広市では社会増となっている。 

【図表 1-9 圏域別の人口動態】 

 

【図表 1-10 都道府県別 最大都市と人口の集中率】  
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圏域別に推移をみると、札幌圏が 2021 年に人口減に転じたことで、6圏域・札幌圏全てで人口減少と
なっている（図表 1-11）。人口減少率は圏域によって濃淡がみられるが、いずれも減少傾向が加速してい
るという点で共通している。各圏域の中核都市をみると、札幌市、苫小牧市、帯広市は全道に比べて減少
率が小さい。 

【図表 1-11 圏域別の人口増減率の推移】 

  


